
R３
実績

R4
実績

情報発信や学
びの拠点機能
の構築

男女共同参画に関する情報発信、
活動支援等の中心的機能を担う拠
点の整備
オンラインの活用等も含めた幅広
い周知啓発の実施

政策企画課

1

拠点機能の検討のため酒田市や山形市の拠点施設について視察した。必要な機能を把握し既
存体制の活用等も踏まえた拠点機能について継続検討することとした。

B B

推進懇談会等
の運営による
着実な計画の
進行管理

・有識者等による懇談会（男女共同
参画推進懇談会）の運営
・市役所庁内で組織する推進会議、
ワーキング等による計画の進行管
理

政策企画課

2

第2次男女共同参画計画の推進のため懇談会を開催し、意見の反映に努めた。
・男女共同参画推進懇談会
  令和4年１１月22日
　組織体制（R４.１１時点）
         委員１０名（公募１名）

A A

②全世代に向
け、幅広く学習
機会の提供に
取組みます

関係機関との
連携による広
報・啓発活動

・山形県男女共同参画センター
「チェリア」の活動や県の取組
　と連携した積極的な広報活動
・山形県男女共同参画推進員出前
講座の周知及び活用の促進

社会教育課
政策企画課

3

山形県男女共同参画センター等の実施する各種講座等事業の案内やチラシ配布、市広報によ
り周知啓発に努めた。
・チェリア塾等の周知
・男女共同参画週間（6月）
　市役所ロビーパネル展示
・女性に対する暴力をなくす運動（11月）　荘銀タクトつるおかパープルライトアップ A A

自分らしい豊
かな生き方を
学ぶ講座の開
催

・春季講座、秋季講座などの講座
の開催
・各講座での託児への対応や開催
時間帯の配慮など受講環境の整備

中央公民館
（女性セン
ター）

4

春季・秋季講座等を開催し、多様な学習機会を提供した。希望の多い講座は、回数や受入れ人
数を増やすなどの対応を行った。
　講座数　２７講座　　受講者数３７８人
女性センター４０周年記念講演会では、アンコンシャスバイアスを自覚し、自分の良さを見つ
け、新しいことにチャレンジすることの重要性を学びながら、自分らしい生き方について考える
機会とした。　　参加者数３８０人

A A

男女共同参画
週間等を通じ
た一体的な周
知の展開

「男女共同参画週間」期間における
関係事業及び周知活動の一体的実
施

政策企画課

5

国の実施する男女共同参画週間において市役所ロビーにパネルを展示し周知啓発に努めた。

A A

①児童・生徒一
人ひとりの能
力や個性を生
かした学校教
育を推進します

社会力と思い
やりの心を育
てる教育の推
進

・道徳教育の充実
・致道館教育の理念や鶴岡市子ど
も像の指導・啓発

学校教育課

6

学校において道徳教育を実施した。学校によっては庄内論語の素読等を通じて、鶴岡独自の
文化の教育を実施した。

A A

評価

担当課 R4の取組実績番号

Ⅰ－1
男女共同参画を促
す継続的な情報発
信と学びの機会の
提供

Ⅰ－2
能力や個性を生か
すための教育の推
進

第2次鶴岡市男女共同参画計画に掲げる具体的な取組の実績等（令和4年度）

☆評価について
この評価は男女共同参画の推進の観点で評価しています。
Ａ評価　計画上の取組の目的がおおむね達成されているが、維持またはより高い質でサービスを提供するために継続していく必要があるもの。達成度7割以上。
B評価　取組の質や量が不十分なもので達成度7割から5割。
C評価　進捗が見られないなど達成度５割未満。

基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅰ

男女共同
参画意識
の定着

①施策を推進
する体制や、情
報発信の拠点
機能を構築し
ます

重 点

資料１‐②

1



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

①児童・生徒一
人ひとりの能
力や個性を生
かした学校教
育を推進します

児童・生徒が
将来の生き方
を考える教育
の推進

各小中学校における地域の特色を
生かし、地元愛着と多様な職業観
を醸成するためのキャリア教育の
推進

学校教育課

7

市内中学校で地元を知り仕事を知るキャリア教育「WAKU WAKU WORK」を実施。（県主
催）
小中学校に、キャリア教育アドバイザーや指導主事によるキャリア教育出前授業を行うととも
に教材等の提供を行った。 A A

男女共同参画
に関する学習
の充実や環境
づくり

・基本的人権に基づいた男女平等
の考え方を深める学習の実施
・関係機関との連携による人権学
習の充実
・小中学校における男女混合名簿
の普及推進と中学校の制服につい
ての検討

学校教育課

8

各学校で混合名簿や女子生徒のスラックス対応を行った。

A A

各成長期に応
じた子育て講
座の開催

各成長期の子育てにおける課題や
悩みを解消し、地域ぐるみで子育
てを応援する意識を醸成するため
の家庭教育支援講座等の開催

社会教育課

9

保育園・児童館等施設において講座を実施した。コロナ禍による開催しにくい状況を徐々に脱
しており、実施施設の割合は微増した。

C C

親子のふれあ
いや男性の家
庭生活での自
立を促進する
講座の開催

・体験を通して親子がふれあう講
座の開催
・料理を通して男性が食を考える
講座の開催

中央公民館
（女性セン
ター）

10

■親子ふれあい教室
「布ぞうりをつくってみよう！小さくなった服でリサイクル」「子どもと作る米粉のロールケー
キ」（男性料理教師とコラボ企画）」２講座　受講者42人
■男性料理教室（カレー、中華、ロールケーキ）
　3講座　受講者48人（うち1回、21人は再掲） A A

多言語による
生活情報・災
害情報等の提
供

・生活ガイドブック等の配布
・ホームページやSNSを活用した
各種情報の提供

食文化創造都
市推進課
廃棄物対策課

11

多言語の生活ガイドブックを作成し配布した。
新たに鶴岡市在住外国人のための防災ハンドブック（５言語）を作成し配布するとともに、ホー
ムページで公開した。

B A

相談窓口開設
や日本語教室
の開催

・多言語による相談窓口の開設
・日本語教室の開催

食文化創造都
市推進課

12

多言語およびやさしい日本語による相談窓口を開設した。
日本語教室には１１２名・２７カ国の外国人が参加し、指導ボランティアとして４１名が登録して
いる。

B B

外国語講座や
異文化交流事
業の実施

・英・中・韓など外国語講座の開催
・ワールドバザール等、市民主体の
文化交流事業の実施

食文化創造都
市推進課

13

出羽庄内国際村において外国語講座を実施した。
外国の生活を現地からリアルタイムで紹介してもらうオンラインツアーを６回実施し、国際理解
を図った。また、外国人住民や海外活動体験者を講師に迎えた講座を２回開催した。

B B

①多文化共生
の推進ととも
に、性的指向・
性自認の多様
性に関する情
報発信に取組
みます

Ⅰ－3
一人ひとりの違い
を認め、参加を促す
社会の実現

Ⅰ－2
能力や個性を生か
すための教育の推
進

基本方針
Ⅰ

男女共同
参画意識
の定着

②学びや交流
の機会を提供
し、家庭での支
え合いを支援
します

2



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

グローバル人
材育成のため
の都市交流等
の実施

国際友好都市間における中学生相
互交流の実施

食文化創造都
市推進課

14

中学生の相互交流は新型コロナウイルスの影響により中止。姉妹都市であるニューブランズ
ウィック市とは、インターネットを活用したバーチャル写真展への参加やインターネット上の音
楽イベントに参加した。

C C

性的少数者へ
の理解促進の
ための啓発や
研修の実施

性的少数者等への理解を深め適切
な対応を図るための研修の実施

政策企画課

15

田川地区の養護教諭、保健担当教諭等で構成される田川学校保健会の開催するLGBT研修会
に担当者が出席し、R5以降の職員研修への導入について検討した。
（R5に県の主催するオンラインセミナーを職員研修に活用　４２名参加）

C B

一般事業主行
動計画の策定
の促進

策定が努力義務となっている従業
員100人以下の事業所に対し、山
形労働局と協力した制度周知

商工課

16

労働局と連携し、市内事業者への情報提供を行った。

B B

女性労働者の
各種支援制
度・実践事例
の周知

妊娠中の女性労働者の保護や産
前・産後休暇、育児休業制度等の
理解促進のため、市広報等を通じ
た事業所に対する周知

商工課

17

労働局や県と連携し、チラシの配布等市内事業者への情報提供を行った。

B B

②意識改革や
働き方改革を
推進します

管理職による
ワーク・ライ
フ・バランス
の取組の促進

・年次有給休暇や夏季特別休暇等
の取得促進
・定時退庁日の取組に加え、事務室
を消灯する取組「ライトダウン
デー」の設定により超過勤務縮減
の推進
・プラスワン休暇取得の促進によ
るワーク・ライフ・バランス実践の
推進

職員課

18

・年次有給休暇や夏季休暇等の取得促進については、夏季休暇通知とともに、休暇の積極的取
得、プラスワン休暇の取得を呼びかけ、休暇を取得しやすい雰囲気づくりを行った。（夏季休暇
+年次有給休暇取得平均日数　R4_ 14.9日）。
・超過勤務縮減については、全管理職に時間外勤務実績を共有するとともに、時間外勤務の多
い職場の所属長への面談を実施し、業務の見直しや効率化、勤務時間の管理徹底、健康管理の
強化を促した。（R4_対前年度比△2,205時間）。

A A

職場・家庭に
おける男女の
固定的な役割
見直しの促進

・性別による役割分担業務の見直
し及び改善
・男性職員の子育て休暇や育児休
業取得等の促進

職員課

19

・性別による役割分担業務の見直しや改善については、女性職員の管理職への登用を行い、女
性職員が多い職場へ男性職員の配置を行った（R4_ 部長級12.5％　課長級25.3％）。また、
市審議会等委員の女性割合を高めるため、改選時期に合わせた充て職の見直しや人材の見出
いを促した（R4_30.1％） 。
・男性職員の子育て休暇や育児休業取得等の促進については、管理職を中心とした制度の周
知徹底や子どもが生まれた職員への個別勧奨を行うとともに、「育児休業等取得計画書」の取
組を実施した。（R4_12.5％） B B

①ワーク・ライ
フ・バランスの
推進に向け、事
業主・労働者に
向けた情報提
供を行います

①多文化共生
の推進ととも
に、性的指向・
性自認の多様
性に関する情
報発信に取組
みます

基本方針
Ⅰ

男女共同
参画意識
の定着

Ⅰ－3
一人ひとりの違い
を認め、参加を促す
社会の実現

Ⅱ－1
仕事と生活の調和
をもたらす柔軟な
働き方の推進

基本方針
Ⅱ

一人ひとり
が希望する
働き方の実
現

重 点

3



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅱ

一人ひとり
が希望する
働き方の実
現

②意識改革や
働き方改革を
推進します

業務効率化の
ためのICT技
術等の積極的
な活用の促進

・働き方の新しいスタイル（オンライ
ン会議やフレックスタイム制度な
ど）の拡大と普及
・RPA（※）導入による業務効率化
の促進

職員課

20

・働き方の新しいスタイルの拡大と普及については、コロナ禍において、フレックスタイム制度
の利用拡大を促すとともに、在宅勤務時のリモートワークの試験導入やオンライン会議の実施
を促した（フレックスタイム取得率R4_23.9％）。

B B

働く場での平
等な待遇確保
等の啓発

・労働基準法、男女雇用機会均等
法など、平等な待遇確保に係る法
令の改正等に合わせた内容の普及
啓発

商工課

21

労働局やハローワークと協力してチラシ等で制度の周知に努めた。

A A

再就業支援制
度の周知

・子育てしながら再就職を希望す
る求職者を対象に、山形労働局が
実施する「マザーズハローワーク事
業」の周知

商工課

22

労働局やハローワークと協力してチラシ等で制度の周知に努めた。

B B

家庭内の仕事
を希望する人
への内職相
談・斡旋の実
施

・鶴岡ワークサポートルームにおい
て、家庭内の仕事に関する各種相
談の受付及び斡旋、事業所訪問な
どを通じた求人情報の収集や情報
発信の実施

商工課

23

勤労者会館に開設している鶴岡ワークサポートルームにおいて個人の多様な働き方に対応す
るため内職情報の提供を行った。これまでの軽作業的内職からパソコンでの文字入力など需
要に応じ提供した。

A A

就職予定者等
の技能習得に
対する支援

・新社会人や就職を控えた若者を
対象とした社会人に必要な知識や
マナー、将来の生活設計などに関
するセミナー等の開催

商工課

24

就職前の高校生に対し新社会人スタートセミナーを実施し、基礎的な社会人としての知識の習
得を図った。

A A

非正規雇用労
働者の正社員
転換の推進

・市内中小企業で働く労働者の雇
用安定を図るため、非正規雇用労
働者の正社員転換を行った事業者
に対して奨励金を支給

商工課

25

市では厚生労働省の実施する正社員化を促進するキャリアアップ助成金対象者に追加で協調
支援した。県事業でも女性の正社員化に特化して支援している。

A A

②様々な産業
で、意欲的に事
業に挑戦する
人を応援します

創業支援のた
めのセミナー
や気運醸成イ
ベントの実施

・創業に必要な知識習得のための
セミナーやイベントの開催
・新規創業者へのオフィス提供、
コーディネーターによる相談指導
等の実施

商工課

26

令和3年度から新規創業促進助成金により市内における多様な新規創業の支援を開始した。
（公財）庄内地域産業振興センターをワンストップ窓口として地域の商工団体等が連携して、創
業相談やセミナーを開催した。市起業家育成施設の貸オフィスの提供によりスタートアップ支
援を行った。令和4年度からはイノベーションプログラム事業を実施し、自ら考え行動する起業
家の育成事業を実施した。

A A

①情報提供や
相談対応の充
実を図り、求職
者の希望に
沿った就職を
支援します

Ⅱ－2
雇用機会の充実と
待遇格差の縮減

Ⅱ－1
仕事と生活の調和
をもたらす柔軟な
働き方の推進

重 点

4



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅱ

一人ひとり
が希望する
働き方の実
現

②様々な産業
で、意欲的に事
業に挑戦する
人を応援します

産直活動等に
つながる6次
産業化等の取
組の支援

・山形県の6次産業化支援事業を
活用した施設整備等の取組に対す
る支援
・農産加工など6次産業化等の初
期段階の取組に対する市独自の補
助制度による支援

農政課

27

山形県の実施する６次産業化支援事業と協調し、農業者の取組を支援した。

A A

農林漁業者と
中小企業者等
の連携による
新たな地域ビ
ジネス展開や
事業開発に対
する支援

・農商工観連携コーディネーターの
配置やワンストップ窓口設置によ
る情報提供等の支援

農政課

28

・県事業の活用を推進し、6次産業化に要する機械・施設等の導入を支援した。
・6次産業等の初期段階の取組に対して、市独自の補助制度により支援した。

A A

山形県漁協女
性部による水
産物加工等の
取組への支援

・イベント等を通して漁協女性部等
が開発を行った水産加工品の販売
の促進
・市所管の施設を無償で貸付し、漁
協女性部等が考案・開発した飲食
物の提供や加工品の物販が行える
カフェの運営への支援

農山漁村振興
課

29

イベントへの市職員の協力や市有施設の利用により、ゆらまちっく海鮮レディースや由良自治
会女性部の自立した取組を支援した。

B A

基本方針
Ⅱ

一人ひとり
が希望する
働き方の実
現

①高等教育研
究機関や高い
技術力・開発力
をもつ企業集
積を生かし、付
加価値の高い
地域産業や魅
力あるしごとづ
くりを促進しま
す

生命科学を中
核とした高度
な産業集積の
促進

・先端研究産業支援センターの拡
張、新しい管理運営手法の導入、イ
ノベーションを生み出す人材交流
活動の展開による研究開発拠点の
基盤形成を推進
・サイエンスパーク拡張や新産業団
地造成に関わる調査検討の推進

政策企画課
商工課

30

共同研究企業の増加により不足する研究棟の増設工事を実施した。
ベンチャー企業や先端生命科学関連企業の工場の誘導することを一つの目的とする新たな産
業団地造成についての具体的検討を開始した。

B B

大学生等への
地元企業の幅
広い情報提供

・就職活動を迎える大学生や地元
就職を希望する求職者を対象とし
た地元企業の情報発信

商工課

31

鶴岡地区雇用対策協議会においてインターネットを活用した企業説明会を開催したほか、オン
ラインインターンシップを開催し、大学生等が地元企業について学ぶ機会を提供した。

A A

若者に向けた
教育・交流事
業・就職支援
等の一体的な
実施

・「若者地元回帰プログラム」を構
築し、キャリア教育、若者の交流事
業、奨学金返済支援、就職支援等
について関係機関の連携のもと推
進

政策企画課
商工課
学校教育課
管理課

32

・「つるおかエール奨学金返済支援事業」により地元回帰を促進した。
　R3申請　９４名　R4申請　５６名
・地元出身大学生等を対象に若者交流事業「つるおかミライ会議」を開催し、地元回帰と地元貢
献意識の醸成を図った。７名参加
・中学校での出前授業や県の職業体験事業「WAKU WAKU WORK」等でキャリア教育を強
化した。 A A

②しごとの魅
力を効果的に
発信し、若者の
地元定着・地元
回帰を促します

Ⅱ－3
将来を担う人材を
惹きつけるしごとの
創出

Ⅱ－2
雇用機会の充実と
待遇格差の縮減

5



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅱ

一人ひとり
が希望する
働き方の実
現

移住イベント
への出展等に
よる移住相談
や移住支援

・首都圏等における移住イベントへ
の出展による移住相談・UIターン
支援
・専用サイトによる移住情報の発信

地域振興課

33

・移住コーディネーターと移住プロモーターの配置による、きめ細やかな相談体制と情報発信
を強化した。
・移住定住促進サイト運用やリーフレット配布等による情報発信を行った。
・移住相談会や体験プログラム等を通じた接点づくりを行った。
・お試し住宅やテレワーク補助金による、お試し機会の提供を行った。

A A

新たに農業に
チャレンジす
る取組の支援

・親元就農者や新規参入者等に対
する就農に向けた各種研修機会の
提供や参加経費等の助成
・就農初期投資の負担軽減に向け
たオーダーメイド型補助金等、市独
自の補助制度による支援

農政課

34

・新規就農者受入協議会との連携により、新規就農希望者へ研修機会を提供した。
・国事業を活用し、研修期間における生活資金の確保を支援した。
・就農初期の負担軽減に向けて、国・県の新規就農者支援事業を活用するとともに、市独自の
オーダーメイド型補助金等により支援した。

A A

①市の審議会
等において、構
成員の男女比
率に配慮する
など適切な運
営を行います

市審議会等へ
の女性の参画
推進

市政全体に性別に偏らない多様な
意見を反映できるよう、各種審議
会委員等の女性比率向上に向けた
状況把握と働きかけの実施

総務課

35

審議会等においては30％の目標を掲げ、積極的な女性委員の登用を進め、令和4年度末時点
で全体の目標値を達成した。
引き続き目標値を達成できていない審議会等については、担当課に原因の確認及び改善方法
の報告、実施を求めている。

【データ】審議会の女性委員の人数と割合
令和2年度途中（R3.1.1)：23.3%
令和3年度途中（R3.9.1)：26.5%
令和3年度末（R4.3.31）：27.5%
令和4年度末（R5.3.31) ：30.1%

A A

官民の女性
リーダーの育
成のための意
見反映の場づ
くり

・女性の意見や考え方を市の施策
等に反映させる場づくりの支援に
より、ネットワーク形成や官民の女
性リーダーの育成を推進

職員課

36

・市審議会等委員の女性割合を増やす取組として、改選期に合わせて、専門的な知識を有する
女性の発掘やあて職自体を見直すなど、積極的に女性委員の選出を庁内に促した
（R4_30.1％） 。
・令和４年度に新たに職域を超えた女性同士の交流の場づくりとして「つるおか小町Café」を
開催した。（見学者含め１４名参加）改善点も見つかり令和５年度開催に向けての足掛かりと
なった。

C B

②しごとの魅
力を効果的に
発信し、若者の
地元定着・地元
回帰を促します

Ⅲ－1
女性の政策・方針の
決定過程への参画
の促進

基本方針
Ⅲ

誰もが活躍
できる地域
社会づくり

Ⅱ－3
将来を担う人材を
惹きつけるしごとの
創出

重 点

6



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅲ

誰もが活躍
できる地域
社会づくり

①コミュニティ
組織の運営や、
地域活動の担
い手・リーダー
の育成を支援
します

住民自治組織
の特色ある取
組や運営体制
強化の支援

・住民自治組織総合交付金や広域
コミュニティ組織運営・地域づくり
交付金により、地域の状況に応じ
た特色ある取組を支援
・まちづくり未来事業補助金を交
付し、地域課題解決や地域づくり
を推進
・アドバイザー職員やコミュニティ
支援員を配置し、地域住民の主体
的な地域づくりを支援
・ワークショップ開催などを支援
し、地域の現状と課題共有の場づ
くりを推進
・SNSの活用など新しい手法の導
入によるコミュニティ活動を推進

コミュニティ
推進課

37

　地域ビジョン策定等では、女性や若手を含む多くの住民の参画により、地域課題や価値、方
向性を共有するプロセスを経て、自分事としての地域づくりが進められた。
　一方で、住民自治組織毎に取組の温度差があり、必要性を感じていない組織への働き掛けが
課題である。

・R4地域ビジョン策定1地区（由良）
　R4年度末策定済12地区（総合計画KPI：　20地区）
　取組中11地区

・アドバイザー職員制度の実施（要請があった15地区へ職員28人派遣）
・コミュニティ支援員の配置（鶴岡）
・集落支援員の配置（朝日、温海）

B B

住民活動の担
い手やリー
ダーの育成の
研修等野実施

・住民の想いを引き出すファシリ
テーション力や、住民活動を支え、
つなぐコーディネーション力など
を習得できる研修の提供
・得意分野を活かした役割分担な
ど、子育て中の方や現役世代でも
参加しやすい地域活動の推進

コミュニティ
推進課

38

　住民活動の担い手を対象に、「地域共創コーディネーター養成コース」受講料を補助した。修
了者からは、地域活動で実践してもらった。

・「地域共創コーディネーター養成コース」受講料補助（1人）
・つるおかみらいフォーラムの実施（11月19日、参加者78人）

B B

②地域におけ
る女性の参画
をより一層促
し、その活動を
支援します

女性が主体と
なるコミュニ
ティ活動への
支援

地域福祉や防災・防犯活動をはじ
めとした女性活動を支えるため、
以下の組織等を支援
- 婦人会連合組織
- 防犯協会各支部女性部
- 交通安全母の会

社会教育課
防災安全課

39

婦人会連合組織、防犯協会各支部女性部、交通安全母の会について活動を支援した。

A A

自主防災活動
への女性の参
加促進

・自主防災指導者講習会の実施
・地域防災アドバイザーへの女性の
登録促進

防災安全課

40

複数人の女性地域防災アドバイザーを委嘱し、自治組織からの要請により女性目線での防災
指導を行った。
R4　女性登録７名
女性アドバイザーが担当した防災アドバイザー派遣事業件数（11件中2件）

B B

女性の様々な
サークルの活
動支援

サークルが主体的な活動をするた
めの相談受付及び情報提供

中央公民館
（女性セン
ター）

41

既存サークルや新規サークルの活動支援に合わせ、サークルへの新規加入希望者の支援を
行った。
R４春季講座において、講座終了後に受講生から継続希望があったため、新規サークル立ち上
げに向けて支援した。
サークル共催講座を実施し、会員増や活動の活性化を支援した。

A A

Ⅲ－2
地域活動への多面
的な支援

7



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

・早朝・延長保育、一時預かり、病
児病後児保育等の実施

子育て推進課 コロナ禍の影響に配慮しながら各保育サービスを実施した。
・早朝・延長保育、病児保育、一時預かり

・子ども家庭支援センター、地域子
育て支援センターの機能強化

子育て推進課 ・子ども家庭支援センターと地域子育て支援センター15か所で支援を実施した。

・子育て短期支援事業の実施
・学童保育所の開設、増設による受
入体制の充実

子育て推進課 ・子育て短期支援事業は七窪思恩園において実施した。
・学童保育の増設により受入れを増強した。

学童保育未開
設地域での居
場所づくりへ
の支援

・小学校の長期休業中に、地域住
民が中心となり預かりを行う事業
に対し、補助金を交付

子育て推進課

43

上郷・豊浦・湯野浜・西郷地区において予定通り実施した。

A A

・地域住民の参画のもと、学習・体
験活動の機会を提供する放課後子
ども教室の開設

社会教育課

44

主に学童保育の無い地域において、コミセン等を活用し地域住民の参画のもと放課後の児童
活動の場を提供した。

A A

②結婚・出産を
望んでいる人
を応援します

不妊治療に係
る経済的負担
の軽減

不妊治療に係る経済的負担への支
援として、特定不妊治療費の一部
を助成（山形県助成金への上乗せ）

健康課

45

保険適用移行に伴う国の経過措置分の不妊治療に対し、県の助成に上乗せし、出産を希望す
る夫婦の経済的負担を軽減した。
【R4　実績】実67組　延82組

A A

つるおか世話
焼き委員会等
による婚活支
援

・つるおか婚シェルジュによる個別
のお見合い等の世話焼き活動
・独身男女やその家族を対象とし
た結婚相談会、婚活イベント等出
会いの機会を創出

地域振興課

46

婚シェルジュの世話焼き実績
結婚相談会・婚活イベントを実施した。
 お見合い件数　57回
 結婚相談会 　２回（夏・冬）　37人参加
 婚活イベント　1回　　　　　 20人参加

このほか、独身男性を対象としたセミナーを実施した。24名が参加
A A

③ひとり親家
庭の生活の安
定に向け、子育
てや就労など
の問題解決を
支援します

ひとり親家庭
への経済的支
援

・離婚などによりひとり親となった
児童を養育している世帯への児童
扶養手当の支給
・自立支援教育訓練給付金、高等
職業訓練促進給付金等の支給によ
り児童扶養手当受給者の就業を支
援

子育て推進課

47

ひとり親世帯に児童扶養手当を支給した。各種就業支援給付金により職業訓練を実施し就職
を支援した。

A A

各種保育事
業、育児相談
体制、機能の
充実

①子育て支援
や保育環境の
さらなる充実
を図ります

B

基本方針
Ⅳ

不安なく家
庭生活を営
むための環
境の整備

B

Ⅳ－1
子育てする人、出産
を希望する人への
支援の充実

42

重 点

8



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

ひとり親家庭
の交流と生活
向上を支援す
る講座の開催

ひとり親家庭の情報交換の場とな
る体験イベントの実施

子育て推進課

48

体験イベントを実施し交流を図った。

B B

母子・父子自
立支援員の配
置

母子・父子自立支援員を配置し、母
子・父子の相談に対応

子育て推進課

49

母子父子自立支援員・女性相談員を配置し相談にあたった。

A A

安心して妊
娠・出産する
ための支援

妊娠届出時の妊婦健康診査受診票
交付により公費助成の実施

健康課

50

妊婦健康診査受診票の公費助成（上限あり）により経済的負担を軽減した。
【R4 実績 】
妊婦健康診査公費助成 延人数11,656人、償還払い19件に実施.

A A

妊娠期から子
育て期にわた
るまでの総合
的相談支援の
実施

・子育て世代包括支援センターの
機能強化による切れ目のない支援
体制の充実
・妊産婦等の孤立感解消を図るた
め産前・産後サポート事業の実施
・産後の母子への心身のケアや育
児サポートのため産後母子ケア事
業の実施

健康課

51

妊娠期から子育て期の支援が必要な家庭に対し、産前産後をサポートする支援を行った。
【R4　実績】
・妊産婦サポート事業　実11人、32人
・産後母子ケア事業　日帰り型実4延5
　宿泊型実4延4、アウトリーチ型実１
　延1
・養育支援訪問事業（家事支援型）
　実4延18

A A

健康の維持増
進を支えるた
めの各種健診
の実施

・生活習慣病予防のための特定健
診及び生活習慣の改善が必要な市
民への特定保健指導の実施
・若年期からの健康づくりに対する
意識啓発のため、40歳未満で健
診機会のない市民を対象とした若
年者健診の実施
・各種がんの早期発見・早期治療の
ためのがん検診の実施

健康課

52

生活習慣病の発症及び重症化を予防するため特定健診等の機会を提供した。

A A

②性に関する
正しい知識の
普及啓発と教
育に取組みま
す

発達段階に応
じた性に関す
る適切な指導
の実施

各小中学校の計画に基づく発達段
階に応じた適切な指導の実施
「いのちの教育」、「LGBT教育」、
「ネットモラル教育」についての指
導の充実

学校教育課

53

各学校において多様性の理解に関する教育を実施した。

A A

①高齢者が介
護予防に取組
む機会や、生活
を支える体制
の充実を図り
ます

地域生活を支
え合う仕組み
づくりの推進

・生活支援コーディネーターと地域
住民や多様な関係者・団体が連携
した支え合いの仕組みの創出
・住民主体による通いの場や生活
支援等の「担い手」を養成する担い
手養成研修会の開催

地域包括ケア
推進室

54

市地域包括ケア推進室に１名、市内１１ヶ所の地域包括支援センターに各１名生活支援コーディ
ネーターを配置し、地域支え合い活動の推進に取り組んだ。また、住民主体の通いの場の普及
や生活支援等の担い手の養成に努めた。

A A

①妊娠・出産へ
の健康支援を
はじめ、疾病予
防対策や健康
づくりに取組み
ます

Ⅳ－2
心身ともに健康な
生活の確保

Ⅳ－3
高齢者や障害者が
安心して暮らせる地
域づくり

Ⅳ－1
子育てする人、出産
を希望する人への
支援の充実

基本方針
Ⅳ

不安なく家
庭生活を営
むための環
境の整備

③ひとり親家
庭の生活の安
定に向け、子育
てや就労など
の問題解決を
支援します

重 点

9



R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅳ

不安なく家
庭生活を営
むための環
境の整備

①高齢者が介
護予防に取組
む機会や、生活
を支える体制
の充実を図り
ます

地域包括支援
センターの運
営

・地域住民の福祉サービスに関す
る相談の総合的な受付及び相談内
容に応じた関係機関等の支援及び
制度利用への案内
・地域に密着した拠点として地域
包括ケアシステムを推進

長寿介護課

55

９法人、包括支援センター１１か所でサービスを提供した。

A A

介護者自身の
負担軽減のた
めの交流や介
護相談、学び
合いの機会の
提供

・介護相談及び介護について学ぶ
ための介護者相互の交流会の開催
・介護サービスを利用せずに中重
度の要介護者を介護する家族への
慰労金の支給

長寿介護課

56

・コロナ禍の影響で急遽中止された回もあるが、地域ごとに交流会を企画し実施した。市街地
６回、庁舎計5回、合計１１回開催（127人参加）
・家族介護者慰労金については、2件支給した。

A A

生活を支援す
るサービスや
住民主体の介
護予防活動等
の仕組みづく
りの推進

・住民主体の「介護予防通いの場づ
くり」の推進及びより効果的で継
続可能な介護予防活動の実践
・軽度の要支援者の生活支援を地
域で支える、住民主体サービスの
推進

長寿介護課

57

コロナ禍の影響による利用者の減少はあるものの、住民主体活動の主体は増加した。
●いきいき百歳体操講座（週1回開催）新規開始６団体、延13４団体実施
●介護予防講座　２１１回、延2,７９０名
●地域介護予防活動支援事業補助金団体　５３団体、1,０９７人
●訪問型サービスB（住民主体による生活支援）3団体実施、利用延件数３１４件
●通所型サービスB（住民主体による介護予防支援）３団体実施、利用延件数3,４１８件

B B

障害理解促
進・差別解消
推進の啓発事
業の実施

・市の広報やホームページを活用し
た啓発活動の実施
・市民・事業所を対象とした障害理
解・差別解消の講演の機会提供■
障害者週間12月3日から9日

福祉課

58

アートフォーラムで障害者アート展を実施した。（来場者９４１人）

A A

手話通訳・要
約筆記奉仕員
の派遣

・聴覚障害者の講演参加や各手続
きの支援として、手話通訳・要約筆
記奉仕員を派遣

福祉課

59

各種イベントで要約筆記、手話通訳を実施した。
要約筆記１７名　（４名１チームで対応）
手話通訳７名

A A

福祉タクシー
券の交付、障
害者自動車改
造費の助成

・障害者の外出支援として、タク
シー利用、給油費の一部を助成
・障害者の社会参加及び就労支援
促進のため、自動車改造費の一部
を助成

福祉課

60

助成制度により支援した。
タクシー　１５６０件
ガソリン　１０２０件
改造　　　　　　４件

A A

Ⅳ－3
高齢者や障害者が
安心して暮らせる地
域づくり

②障害者の生
活を支える環
境整備と、社会
参加の促進に
取組みます
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R３
実績

R4
実績

評価

担当課 R4の取組実績番号基本方針 施策の方向 主な施策 具体的取組

基本方針
Ⅳ

不安なく家
庭生活を営
むための環
境の整備

①暴力への認
識を深め、予防
や適切な行動
を促す教育・啓
発活動に取組
みます

多様な手段・
機会を活用し
た啓発活動の
強化

・山形県のDV・デートDV防止啓発
用リーフレットの配布先拡大
・「女性に対する暴力をなくす運動
週間」を中心としたパープルリボン
キャンペーンの実施
・市の広報やホームページ、SNSを
活用した啓発活動の実施
・男性も含め、高齢者や障害者、外
国人等へのDV・デートDV防止の
啓発
・市民を対象とした講座や講演の
機会提供

子育て推進課
政策企画課

61

リーフレットの配布や市広報・ホームページを活用し周知啓発に努めた。女性への暴力をなくす
運動において、荘銀タクト鶴岡でシンボルカラーであるパープルライトアップを実施した。

A A

子どもへの暴
力を防ぐため
の理解共有と
適切な対応の
実施

・子どもの虐待防止に向けた共通
理解の促進と早期発見、即時対応
の実施
・庁内や関係機関との連携による
支援体制の強化、啓発活動の実施
・児童相談所虐待対応ダイヤル
「189(いちはやく)」の周知

子育て推進課

62

関連窓口や市役所ロビーにおいてチラシ等で周知した。広報等で11月の児童虐待防止月間に
よる啓発を実施し、シンボルカラーのオレンジライトアップを実施した。

A A

②DVなどの被
害を受けてい
る人を支援す
る体制を強化
します

各関係機関と
連携した周知
等による早期
相談の促進

・SNS等を活用した相談窓口の周
知
・DV相談ナビダイヤル
「♯8008(はれれば)」、「DV相談
＋(プラス)」の周知

子育て推進課

63

関連窓口や市役所ロビーにおいてチラシやカード等で周知した。
女性に対する暴力をなくす運動と併せて、相談ダイアルを市広報11月号に掲載した。

A A

Ⅳ－4
DVの防止と適切な
被害者支援の実施
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